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１　はじめに

　本研究の目的は、学校における勤務実態の把握
とともに、教育活動に対する学校管理職や教員自
身の認識の実態を明らかにすることにより、働き
方改革としての職務環境の見直しの手がかりを検
討することである。そのために、Ａ市内の小・中
学校の学校管理職及び教員の勤務実態及び職務意
識を調査により把握するとともに、調査結果を検
討することにより改善の手がかりを探る。
　これまで、教員の勤務状況に関して、様々な調

査がされてきた。2014年に公表された OECDに
よる第２回国際教員指導環境調査（TALIS）の結
果によると、我が国の教員の勤務状況として、時
間外勤務が多く、特に授業に関係しない校務に関
する事務処理に多くの時間を費やしているとされ
ている（１）。さらに、文部科学省により行われて
きた国内の学校を対象とした勤務状況の調査も同
様であり、学校における働き方改革が強く求めら
れている現状にある（２）。
　このことについて、これまでの多忙の状況に対
して、全国の都道府県等教育委員会は、学校にお
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ける多忙解消の手立てを提示してきた。しかし、
これまで学校の多忙の現状について、改善はあま
りみられなかった。その理由として、教員の意識
の問題や学校の職務内容の多様化や複雑化、さら
に部活動等への取り組み等があげられている。業
務内容について我が国の教員は、アメリカやカナ
ダのように分業化が進んでおらず、学校のシステ
ムとして授業や生徒指導、家庭との連絡、校務分
掌事務、会計事務、部活動等多様な役割を担って
いる。
　また、教員の教職に対する意識との関わりもあ
る。教育活動は、授業の準備や生徒指導、部活動
等において、ここまで到達すれば十分である、と
いった目安が明確に設定されている状況にはな
い。最終的には教員一人一人の教育に対する意識
や思いに依存している。このことから、教科指導
への未達成感や学級指導における不十分さなどに
より、教員は無制限無定量の状況で職務にあたっ
ている。このことを北神（2018）は、「教員世界
に内在する特有なものとしての「献身的教師像」
をもとに形成されてきた「文化的な多忙」と指摘
している。さらに中学校や高等学校における部活
動の存在がある。平日ばかりではなく、休日も長
時間活動する場合が多い。このことを含め、時間
外勤務の実態における課題がある。法的には、学
校管理職が教員に対して直接超過勤務を命ずるこ
とのできる職務内容が決まっており、時間外勤務
は教員自身の自主的な活動とされている状況があ
る。このことから、学校においては勤務時間の管
理がおろそかにされてきたという実態がある。学
校のこのような現状を踏まえ、今後、教員が果た
すべき職務内容を再確認するとともに、教員自身
の職務への取り組みそのものを見直す必要があ
る。そのために、教員の勤務実態や職務意識を把
握し、職業人としての職務遂行の在り方を見直す
ための視点を明らかにしたいと考え、本研究の目
的を設定した。
　これまで、教員の働き方改革に関して、教員の
職務状況や勤務の実態、さらに職務に対する意識
そして、多忙解消のための対応に関する調査研究

や実践が行われてきた。
　第一は教員の勤務状況に関する先行研究であ
る。これまで、教員の労働環境の実態と法制度と
の関わりが歴史的な視点に基づいて検証されてき
た。このことに関して、北神（2018）は、教員の
労働環境と働き方改革について教育政策の視点か
ら検討している。その中で、戦前の教員の労働時
間管理の制度設計や戦後の労働条件の問題、さら
に「国立及び公立の義務教育諸学校等の教育職員
の給与等に関する特別措置法（以下：給特法）」
の制定の経過を示した。その中で、教員の長時間
労働を生む構造的問題として給特法の関わりや教
員の組織文化、さらに労働時間管理の課題を指摘
している。
　加えて川崎（2018）は、学校の働き方改革を教
員の多忙化の現状と勤務時間制度の在り方から考
察している。その中で、教員の勤務実態調査を踏
まえた現状とともに、文部科学省の働き方改革の
取り組み状況、さらに給特法における時間外勤務
の業務の「自発性」の現状と課題等について検討
している。また、教員の多忙化をめぐる経緯につ
いて、青木・堀内（2014）が報告している。その
中で、戦後教育における教員の多忙化や多忙化の
質的変化について歴史的な考察を試みている。こ
のことを踏まえて、新たな多忙化の要因として、
教育の市場化や個性化と多様化、さらに情報公開
と説明責任を指摘した。
　これらの先行研究により、教員の労働環境や職
務意識と給特法との関係の歴史的な経過や働き方
改革に関する動向の概要を把握することができ
る。しかし、ここ数年の学校における働き方改革
の動きは顕著であり、このことを踏まえて動向を
把握しておく必要がある。
　第二は教員の職務の実態や認識に関する先行研
究である。教員の多忙の現状を踏まえ、実態調査
が行われてきた。上田（2010）は、奈良市におけ
る教育改革と多忙化に関する教職員の意識につい
て、調査結果に基づいて考察している。その中
で、学校評議員制度や学校評価等の新たな取り組
みにおける管理職と教職員の意識の乖離を指摘し
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ている。さらに、学校評価の実施については、教
職員の多忙感に強く結びついており、実施の意義
を認識しているものの分析や成果の共有について
は、工夫や検討が必要であるとしている。
　また、青木・神林（2013）は、教員の労働時間
の変容を文部科学省による2006年調査と独自に
行った2012年調査の結果に基づいて検証してい
る。その中で、教員の労働時間全体では大きな変
化が生じていないこと、中学校の部活動について
は成果が一定程度確認できたこと、部活動の短縮
には教育行政機関の調整が必要なことの３点を指
摘した。業務と多忙感との関わりについて神林
（2015）は、周辺的職務と小・中学校教諭の多忙
感・負担感に与える影響を明らかにした。その中
で、周辺業務が教諭に多忙感・負担感をもたらし
ていることを指摘した。さらに、小学校教諭は学
校行事や個別指導、中学校教諭はさらに補習指導
や生活指導等の教育活動・指導自体も重要な要因
であることを指摘した。
　さらに、教員の多忙感に関して長沢（2018）は、
ある中学校での参与観察調査をもとに、教員の多
忙を受容する意識構造を明らかにした。その中で、
教員の思考様式として、「やりがい」と「組織文化」
は多忙を「やりがいのある多忙」に変化させ、「や
りがいのある多忙」はさらなる「多忙」を生み出
すという循環構造となっていると指摘している。
　これらの先行研究により、教員の職務実態が明
らかにされてきた。しかし、学校の教育活動と教
員の職務意識との関わりについては、解明が十分
ではない。　　
　第三は、教員の多忙解消の取り組みに関する先
行研究である。これまで教員の勤務状況調査を
踏まえた負担軽減の取り組みが提案されてきた。
2006年２月に群馬県教育委員会は「教員のゆとり
確保」のための調査研究として、勤務状況把握の
ための調査を実施し、教員の多忙解消のための手
立てを示した（群馬県教育委員会、（財）社会経
済性本部コンサルティング部 2008）。さらに、同
年に文部科学省の委託により東京大学が教員の勤
務実態調査を実施した（東京大学 2009）。また、

栃木県教育委員会は2009年（３）、加えて検証調査
として2011年にも「教員の多忙感に関する調査」
を実施した（４）。さらに、2014年には、OECDが
実施した「TALIS（国際教員指導環境調査）」結
果を公表し、日本の教員の勤務時間が最長である
こと指摘した（５）。これらの結果を受けて、各都
道府県等は、教員の職務環境の改善のために、検
討委員会を組織し、報告書として解決策を示して
いる（青森県教育委員会 2015）。
　さらに教員の多忙解消に関する実践について、
新藤・矢島・高橋・青木・柵木（2014）が、群馬
県での公立学校教員調査の結果に基づいて報告し
ている。その中で、教員の職務負担として校務分
掌や学年・学級事務、児童・生徒への対応などの
状況を示すとともに、それぞれについて解決の手
段として、研修や自力解決とともに先輩教員や管
理職への相談が、高い率を示したことを報告して
いる。また、小島（2016）は、教職員の多忙解消
の手立てとして示された『教職員の勤務負担軽減
を図るための業務改善マニュアル』の分析を試み
た。マニュアルでは72の実践を分担や効率、削
除、他のカテゴリーに分類し、それを時間軽減に
どの程度結びつくのかをまとめている。実践の多
くが時間軽減が０点や１点としており、多忙解消
の難しさが示されている。加えて、教員の多忙解
消に関して校務見直しのための実践が報告されて
いる。矢島・高橋・新藤・三好・二宮（2016）は、
群馬県版校務支援標準システムの導入とその効果
について報告している。その中で、導入した校務
支援システムは、連絡掲示板や成績処理、通知表
の作成等を行うものである。運用においては慣れ
の不十分さからくる多忙感はあるが、正確性が増
すとともに、機能性が向上したとしている。
　以上のように、教員の勤務実態の把握に基づい
た多忙解消のための手立てが、都道府県等教育委
員会により提案されてきた。しかし、それらの対
応は、あくまで学校における対処療法的な対応で
あり、教員が果たすべき職務の総量の抑制には必
ずしも結びついていない状況もみられる。
　これまでのように学校の多忙の実態がたびたび
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指摘されてきたのにもかかわらず、そのことが学
校での対応策の検討や職場環境の改善に必ずしも
結びつかない状況もみられた。そのような現状を
もたらしてきた要因として、学校や教育委員会が
個々に対応を検討してきたことや、勤務時間を含
め学校の実態把握が十分でなかったこと、さらに
学校の組織文化として多忙を受容する雰囲気が
あったことなどが指摘されている。
　このことを踏まえ、本研究の目的を、学校にお
ける勤務実態の把握とともに、教育活動に対する
学校管理職や教員自身の認識の実態を明らかにす
ることにより、職務環境の見直しの手がかりを検
討すること、とした。本研究の目的に迫るために、
Ａ市内の小・中学校の学校管理職及び教員を対象
に、勤務実態及び職務意識を調査により把握する
とともに、調査結果を検討することにより勤務状
況改善の手がかりを探ることとする。
　そのために、次の３点を明らかにする。その第
一が、学校管理職及び教員の勤務実態の把握であ
る。第二が、学校管理職と教員及び校種の違いを
踏まえた、教育活動に対する認識の実態の把握で
ある。第三が、学校における教育活動と教員自身
の意識面での関わりの把握である。これらの実態
の把握及び考察をとおして、本研究の目的に迫る
こととした。
　本論の構成として、２章ではこれまでの働き方
改革の動向を概観する。３章では、Ａ市の学校管
理職及び教員に行った調査の概要を示す。さらに
４章では学校の勤務状況や認識調査の結果を示
す。５章では調査結果のまとめと考察、結論を示
す。

２　働き方改革の動向

　本章では、教員の勤務状況の把握を踏まえた、
文部科学省や都道府県等教育委員会の働き方改革
への取り組みの動向をたどる。
　そもそも、教員の多忙の現状は戦後まもなく顕
在化していた。このことについて、青木・堀内

（2014）が報告している。その中で、1951年に東
京都教育委員が実施した「教職活動の分析」調査
により、教員が授業や教材研究等、本務以外の業
務に膨大な時間がかかっているという実態が明ら
かになった、としている。さらに、文部省は1952
年に「教員勤務負担量調査」を実施し、教員の超
過勤務の実態を明らかにした。また、1958年の文
部省の「教職員勤務量調査」や1966年の文部省の
「教員勤務状況調査」によって、慢性的な超過勤
務の実態が明らかになった。そして ILO・ユネス
コの「教員の地位に関する勧告」（1966）を受け
るに至った、としている。
　そのような実態を踏まえ、全国各地で超過勤務
の実態を踏まえた超過勤務の補償を求める訴訟が
起きた。その後も、超過勤務の賃金による補償を
求める訴訟が相次いだため、1971年に、月あたり
の超過勤務が８時間であるとの調査結果を踏ま
え、教員の俸給の４％の教職調整額の支給が、給
特法の成立により実施された。その際、超過勤務
を命令できる場合として、限定４項目が定められ
た。
　1970年代末期には、中学校などで校内暴力等の
学校の荒れが顕在化し、1990年代には、学級崩壊
やいじめが社会問題化した。さらに2000年代には、
小学校における校内暴力の実態が明らかになり、
教員の精神疾患も増えてきた。
　このような状況を背景として、2006年に群馬県
教育委員会は「教員のゆとり確保」のための調査
研究として、勤務状況把握のための調査を実施し
た（群馬県教育委員会、（財）社会経済性本部コ
ンサルティング部 2008）。また、2006年には、文
部科学省の委託を受け、東京大学が教員の勤務実
態調査を実施した（東京大学 2007）。これらの動
きを受けて、2009年には、岩手県教育委員会が「教
職員の負担軽減に向けて」の提言を作成し、負担
軽減の具体的な手立てを示した（岩手県教育委員
会 2009）。このような調査及び勤務状況改善のた
めの取り組みが全国でみられた（６）。
　さらに、2014年には、OECDが実施した「TALIS

（国際教員指導環境調査）」結果を公表し、日本



55学校管理職や教員の勤務実態と職務意識の把握による働き方改革の手がかりとは

の教員の勤務時間が最長であること指摘した（７）。
これらの結果を受けて、都道府県等は、教員の職
務環境の改善のために、検討委員会を組織し、報
告書として解決策を示した（青森県教育委員会　
2015 等）。
　その後文部科学省は、『「学校現場における業務
改善のためのガイドライン」～子供と向き合う時
間の確保を目指して～』（８）や「学校現場におけ
る業務の適正化に向けて」（９）等を示した。
　2017年には、中央教育審議会初等中等教育分
科会から「学校における働き方に係る緊急提言」
が示された（10）。また、同年には中央教育審議会
（2017）から「新しい時代の教育に向けた持続
可能な学校指導・運営体制の構築のための学校に
おける働き方改革に関する総合的な方策につい
て（中間まとめ）」が出された（11）。これらを受け
て、同年 文部科学省から「学校における働き方
改革に関する緊急対策」（12）が示されるとともに、
2018年にはスポーツ庁から『運動部活動の在り方
に関する総合的なガイドライン』により、部活動
への取り組みの指針が示された（13）。
　以上のように、これまで教員の勤務状況の把握
とともに、文部科学省や都道府県等教育委員会に
より、多忙解消や働き方改革として対策のために
手引きが出されてきた。しかし、その後も、教員
の職務環境の改善に必ずしも結びついていない状
況もみられた。

３　学校管理職及び教員への調査の実施

　本章では、Ａ市のすべての小・中学校の学校管
理職及び教員に実施した、勤務実態及び勤務への
意識調査の概要を示す。なお、本調査は平成30年
度にＩ県教育委員会が文部科学省より委託を受
け、Ｉ県立総合教育センター及びＡ市教育委員会
が取り組んだ「学校現場における業務改善加速事
業」の一環で実施したものである。
(1)　調査の内容
　教員等の職務状況及び職務意識の把握のための

調査項目は、教員の多忙解消及び職務環境向上の
ための取り組みに関する研究として、群馬県教育
委員会（14）や栃木県教育委員会（15）で実施された
調査項目を参考にして作成した。作成した調査項
目は、表1のように、６つのカテゴリーにより構
成した。さらに、各カテゴリーは、例えば「属性」
については、校種や性別、年齢等を問うた。また、
「勤務校の取り組み」については、学校目標の自
覚や業務見直しの取り組み等８項目、さらに中学
校については部活動についても質問した。また、
現在の勤務状況として、校内での時間外勤務の状
況や職務内容及び学校外での職務の状況を質問し
た。さらに、業務への満足度や負担感等を問うた。

　以上のように、質問項目は、全体で自由記述を
含めて14項目とした。調査項目のうち、勤務校や
自己の取り組みについては、「強く、そう思う」
「かなり、そう思う」「やや、そう思う」「やや、
そう思わない」「かなり、そう思わない」「強く、
そう思わない」の６件法により調査を実施した。
また、分析の際はそれらを６から１の数値に置き
換えて分析を実施した。
　なお、本稿で分析の対象とする調査項目は、こ
れらの調査結果の一部である。
(2)　調査の対象
　調査対象は、Ａ市内のすべての小学校及び中学
校の学校管理職及び教員とした。なお、Ａ市には、
主幹教諭が小・中学校それぞれ１校に配置されて
おり、調査対象の区分として、学校管理職に含め
た。対象とした教員及び学校管理職の人数、さら
に回収率は表２のとおりである。

表１　調査内容とカテゴリー

カテゴリー 調　査　内　容

属性
勤務校の取り組み
勤務の実態
勤務への意識
自己の取り組み
満足度

校種、性別、年齢等
目標の自覚、業務見直し等
時間外勤務（校内、校外）、内容
満足感、負担感
目標の自覚、業務見直し等
勤務校、自分自身
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(3)　調査の時期
　調査の時期は、平成30年５月である。実施日は
学校によって多少ばらつきがあった。

４　学校の勤務状況調査の結果

　調査結果に基づいて、Ａ市の学校管理職及び教
員の勤務実態及び教育活動への認識の実態を示
す。
（1)　勤務の実態について
　Ａ市の小・中学校の管理職及び教員の勤務実態
のうち、ここでは時間外勤務の実態を示す。なお、
本稿では、勤務実態に関する調査のうち、校内及
び校外における時間外勤務の実態について報告す
る。
①　学校内での時間外勤務の実態
　図１は、Ａ市における学校内での時間外勤務の
実態である。グラフ内の数値は人数を示している。
　一日あたりの時間外勤務の実態として、小・中
学校の教員や学校管理職の約５割以上が、２時間以
上３時間未満、ないしはそれ以上を選択していた。
　次に、時間外勤務の時間について、選択肢とし
て設定した時間帯の中央値を平均時間として、そ
れぞれの校種、職により平均値を求めた。結果に
よると、小学校教員は一日あたり2.1時間、週あ
たり10.5時間となっていた。同様に中学校教員は、
一日あたり2.3時間、週あたり11.5時間となってい
た。さらに、小学校管理職は、一日あたり2.0時
間、週あたり10.2時間、中学校管理職は一日あた
り、2.1時間、週あたり10.4時間となっていた。こ
のように、小・中学校の教員及び管理職の全てに
ついて、校内における時間外勤務の平均値は、一

日あたり２時間以上、週あたり10時間以上となっ
ている実態が明らかになった。

②　学校外での時間外勤務の実態について　
　平日及び土・日曜日に学校外における持ち帰り
の業務等にあたる時間を調査した。さらに、中学
校については、土・日曜日の部活動も含めた時間
とした。その結果のグラフが、図２である。
　小学校教員については、４割の教員が５時間未
満と答えているが、残りの６割が５時間以上と答
えており、全体の時間外勤務の平均時間は7.4時
間となった。このことは、一日あたり１時間以上、
自宅などで業務にあたっていることになる。

　中学校教員については、約２割の教員が５時間
未満と答えているが、残りの８割が５時間以上と

表２　調査対象数と実施数及び回収率

対　象 対象人数 回収人数 回収率
小
学
校

管理職 41 37 90.2 ％
教員 301 301 100 ％

中
学
校

管理職 24 20 83.3 ％
教員 206 206 100 ％

図１　一日あたりの学校内での時間外勤務の実態

図２　一週間あたりの学校外での時間外勤務の実態
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答えており、20時間以上から30時間未満と答えた
教員が、全体の14％にも上った。このことから想
定されることとして、該当する教員は部活動で２
日間、さらに一日あたり１時間程度の時間外の業
務にあたったことになる。また、時間外勤務の平
均時間は11.2時間となった。
　小学校の管理職は、校外での時間外勤務につい
て、５時間未満、５時間以上がそれぞれ約５割と
なった。また、平均の校外での時間外勤務の時間
は、5.9時間となった。中学校管理職については、
５時間未満が約７割となり、校外での時間外勤務
時間は、平均4.2時間となった。
　以上のように、校外での時間外勤務については
中学校教員が突出して多くなった。その要因は、
部活動にあると考えられる。また、管理職に比べ
て、小・中学校の教員が時間外勤務が長かった。
③　時間外勤務の実態の実態
　調査結果に基づいて、校内及び校外での時間外
勤務の状況を、週及び月あたりで示したのが、表
３である。
　週あたりの時間外勤務時間については、中学
校教員が22.7時間と最も長くなった。さらに小学
校教員が18.0時間、小学校管理職が
16.1時間、中学校管理職が14.5時間
となった。
　また月あたりの時間外勤務を、週
の合計値に月あたりの週数として
4.3をかけて求めた。その結果、平
均値において中学校教員が97.6時間
となり、おおよそ半数の教員が100
時間を超える過酷な状況にあること
が明らかになった。さらに、小学校
教員の時間外勤務は77.4時間、小学
校管理職も69.2時間、中学校管理職
は62.4時間と60時間を超えていた。
　このように学校管理職及び教員の
勤務実態としては、管理職よりも教
員の方が、さらに小学校教員よりも
中学校教員の方が時間外勤務の時間
が長くなっていた。加えて、Ａ市に

おいても時間外勤務の時間が月あたり100時間を
超え、勤務状況がかなり過酷な教員も多くいるこ
とが分かった。
(2)　学校管理職と教員の教育活動の認識の実態
　Ａ市内の各学校の校長や副校長、教員に対し
て、学校における教育活動への認識調査を実施し
た。調査は、６件法であり、「強く、そう思う」
を６点とし、「強く、そう思わない」を１点とす
るなどして、平均や標準偏差を求め、さらにｔ検
定を実施した。調査内容及び分析結果を、表４に
示した。
①　学校管理職と教員の比較による認識の実態
　Ａ市内の小・中学校の学校管理職及び教員を対

表３　時間外勤務の実態

職
実 態

時間外勤務の平均値
週 月

校 種 校内 校外 合計 合計
教
　
員

小学校 10.5 7.4 18.0 77.4
中学校 11.5 11.2 22.7 97.6

管
理
職

小学校 10.2 5.9 16.1 69.2
中学校 10.4 4.2 14.5 62.4

表４　学校管理職と教員（小・中学校全体）の認識の実態

分析結果
平均値 分析結果

管理職 教員 t値 p値 効果量 d

教職員の協力体制 5.036 4.611 4.532 .000＊＊ .518

「まなびフェスト」
への意識 4.901 4.553 4.397 .000＊＊ .524

反省による業務の
見直し 4.727 4.252 5.353 .000＊＊ .567

データの共有など 
ICT の活用 4.418 4.131 2.959 .004＊＊ .338

行事や会議の精選 4.345 3.666 7.463 .000＊＊ .697

業務改善の組織的
な取り組み 4.127 3.742 4.136 .000＊＊ .411

勤務時間を意識し
た取り組み 4.164 3.385 5.924 .000＊＊ .702

外部人材の活用 3.745 3.404 2.757 .007＊＊ .320

平均値 4.433 3.968
＊：５％、＊＊：１％　の危険率で有意差あり
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象に、教育活動に対する認識調査を実施した。調
査結果を学校管理職と教員の認識の違いを明らか
にするために、ｔ検定を実施した。その結果を全
体の平均値の高い順に調査項目を並べ替えたのが
表４である。
　全体の結果として、学校管理職の平均値は
4.433、教員は3.968であった。学校管理職の認識
としては、「教職員の協力体制」が5.036ともっと
も高く、次に「「まなびフェスト」への意識」が
4.901と続き、「反省による業務の見直し」が4.727
となった。この３項目については、教員も平均値
は異なるものの同様の順序となった。逆にもっ
と低かった項目として学校管理職は、「外部人材
の活用」の3.745であった。一方教員は、「勤務時
間を意識した取り組み」が3.385ともっとも低く、
次いで「外部人材の活用」が3.404と低かった。
　学校管理職と教員の平均値の差については、全
ての項目について１％の危険率で有意差がみられ
た。このことについて効果量ｄを基に比較してみ
ると、差がもっとも大きくなったのは「勤務時間
を意識した取り組み」であり、認識の違いが顕著
であった。次に「行事や会議の精選」についても、
認識の差が大きかった。このことか
ら、教員の「勤務時間を意識した取
り組み」の意識や「行事や会議の精
選」の認識が低いことや、学校管理
職との認識の差が大きいという実態
が明らかになった。
②　小学校と中学校教員の比較によ
る認識の実態
　次に、小学校及び中学校の校種の
違いによる認識の実態を把握するた
めに、小・中学校教員の２群に対し
て、ｔ検定を実施した。さらに、そ
の結果を小・中学校全体の平均値の
大きい順に並べ替えたのが表５であ
る。
　全体の結果として、小学校教員の
平均値は4.081、中学校教員は3.799
であり、小学校教員が全体として高

くなった。項目ごとにみていくと、小学校教員
の認識としては、「教職員の協力体制」が4.731と
もっとも高く、次に「「まなびフェスト」への意識」
が4.621と続き、「業務改善の組織的な取り組み」
が4.328となった。中学校教員の認識については、
「「まなびフェスト」への意識」が4.455ともっと
も平均値が高く、「教職員の協力体制」が4.434と
続いた。
　逆にもっと低かった項目は小・中学校教員とも
「勤務時間を意識した取り組み」であり、それぞ
れ3.559と3.131であった。次いで「外部人材の活
用」が小学校教員が3.576、中学校教員が3.151と
低かった。さらに、「行事や会議の精選」「反省に
よる業務の見直し」となった。
　小・中学校教員の平均値の差については、「「ま
なびフェスト」への意識」や「業務改善の組織的
な取り組み」「データの共有など ICTの活用」の
３項目については、５％の危険率で、また、その
他の項目については１％の危険率で有意な差がみ
られた。さらに、効果量ｄを基に小・中学校教員
を比較してみると、もっとも大きな値となったの
は「外部人材の活用」の0.397であり、さらに「勤

表５　教員（小・中学校）の認識の実態

分析結果
平均値 分析結果

小学校 中学校 t値 p値 効果量 d

教職員の協力体制 4.731 4.434 3.764 .000＊＊ 0.359

「まなびフェスト」
への意識 4.621 4.455 2.554 .011＊ 0.241

業務改善の組織的
な取り組み 4.328 4.141 2.320 .021＊ 0.217

データの共有など 
ICT の活用 4.210 4.015 2.303 .017＊ 0.226

反省による業務の
見直し 3.839 3.571 3.211 .001＊＊ 0.300

行事や会議の精選 3.786 3.490 3.222 .001＊＊ 0.296

外部人材の活用 3.576 3.151 4.302 .000＊＊ 0.397

勤務時間を意識し
た取り組み 3.559 3.131 4.119 .000＊＊ 0.385

平　均 4.081 3.799
＊：５％、＊＊：１％　の危険率で有意差あり
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務時間を意識した取り組み」の0.385、そして「教
職員の協力体制」の0.359となり、取り組みへの
認識の差が顕著であることが分かった。
　これらの調査結果から、学校管理職と教員、さ
らに小・中学校教員の職務に対する認識の実態を
明らかにすることができた。その第一は、学校管
理職と教員の認識の違いである。全体として学校
管理職の方が自己認識が高く、「勤務時間を意識
した取り組み」や「行事や会議精選」「反省によ
る業務の見直し」などで差が大きくなっていた。
このことは、学校管理職の日頃の組織マネジメン
トを踏まえた実践が反映していると考えられる。
第二は、学校運営において、協働への意識が高い
ことである。学校管理職と教員がともに「教職員
の協力体制」がもっとも認識が高く、次に「「ま
なびフェスト」への意識」となっており、協働と
目標の共有の基に教育活動を展開していくという
意識があるという傾向が示された。第三は校種に
よる教員の意識の違いである。小学校教員の方が
全体として高くはなったが、学校管理職との意識
の違いを比べるとその差は小さくなっている。し

かし、連携・協働や勤務時間の意識に関しては、
小学校教員が高くなり、教員の働き方が反映して
いると考えられる。
(3)　学校への満足度と教員個々人の実践との関わ
りの実態
　さらに、小・中学校教員のそれぞれについて、
勤務校の教育活動についての満足度と教員自身の
取り組みにどのような関係があるのかを明らかに
するために、重回帰分析を実施した。分析の結
果、小学校教員と中学校教員とでは、学校の教育
活動についての満足度への関わりの状況が異なっ
ていた。
①　小学校教員の取り組みと学校の教育活動の満
足度との関わり
　教員自身の取り組みと、学校の取り組みとの関
係を把握する。そのために、表６に示したような
教員自身の取り組みの自己評価の結果である12項
目を説明変数とし、学校の取り組みの満足度を目
的変数とした重回帰分析を実施した。教員の自己
評価は６件法であった。満足度は10段階による評
価を求め、満足度の状況により10から１の数値を

表６　「学校の取組の満足度」と各自の取組　小学校教員

変　数　名
ｂ（偏回帰係数） β（標準偏回帰係数）

係数 ｔ値 ｐ値 係数 95％下限 95％上限
切片 2.319 2.897 .004
1 多忙感 -0.072 -0.964 .336 -.050 -0.153 0.052
2 反省 -0.005 -0.042 .967 -.002 -0.115 0.110
3 外部人材 -0.114 -1.543 .124 -.086 -0.197 0.024
4 やりがい 0.662 6.604 .000 ＊＊ .393 ＊＊ 0.276 0.510
5 業務改善 0.111 0.957 .339 .058 -0.062 0.178
6 地域連携 -0.010 -0.118 .906 -.007 -0.118 0.105
7 校外での会議 0.001 0.014 .989 .001 -0.102 0.103
8 まなびフェスト 0.097 0.760 .448 .042 -0.066 0.150
9 優先順位 -0.238 -1.906 .058 -.112 -0.228 0.004
10 管理職等相談 0.351 3.122 .002 ＊＊ .206 ＊＊ 0.076 0.336
11 情報共有 0.162 1.460 .145 .096 -0.033 0.225
12 組織的取組 0.243 2.112 .036 ＊ .132 ＊ 0.009 0.256
　R2： .386
○　　＊＊ : p < .01、＊ : p< .05
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あてた。
　重回帰分析を実施した結果、有意な回帰直線
を求めることができた（F（12,258）=13.523、p< 

.000、R2= .386）。分析結果の結果の詳細を、表６
に示した。なお、重回帰分析において、全ての説
明変数の VIFは、2.0より小さく、説明変数同士
の多重共線性は生じていないと考えられる。
　次に表６の分析結果から、説明変数の偏回帰係
数：ｂについては、「４：やりがい」「10：管理職
等相談」が１％、「12：組織的取組」が５％の危
険率で有意となった。学校の取組への満足度とし
ての標準偏回帰係数：βは、「４：やりがい」が
0.393となりもっとも大きくなった。さらに、「10：
管理職等相談」が0.206、「12：組織的取組」が0.132
となった。しかし、満足度への関わりの目安とし
てのβについては、「優先順位の設定」や「外部
人材の活用」等は値が負となっていたり、「校外
での会議」や「反省を生かした取り組み」も０に
近い値となったりしていた。
　以上のことから、学校の取組への満足度に対し
て、「日々の取り組みにやりがいを感じているこ

と」や「何か困ったことがあったときには、管理
職に連絡したり同僚に相談したりしている」、さ
らに「生徒指導や保護者対応において組織的な取
り組みを心がけている」の３項目の関わりが大き
いことが明らかになった。このことから、教員は、
学校における教育活動に対して「やりがい」が大
きく寄与していることがわかった。さらに、課題
に対する管理職や同僚、さらに組織的な取り組み
が、満足度との関わりが強いことから、教員自身
の取り組みと学校内での同僚性の実態との関連が
示唆されることが明らかになった。
②　中学校教員の勤務校の取り組みの満足度と自
己の取り組みの関わり
　中学校教員の調査結果についても、同様に重
回帰分析を行った。その結果、有意な回帰直線
を求めることができた（F（12, 166）= 8.540、p< 

.000、R2 = .382）。表７に結果の詳細を示した。な
お、重回帰分析において、全ての説明変数のVIF

は、2.0より小さく、説明変数同士の多重共線性
は生じていないと考えられる。
　次に表７の分析結果から、説明変数の偏回帰係

表７　「学校の取組の満足度」と各自の取組　中学校教員

変　数　名
ｂ（偏回帰係数） β（標準偏回帰係数）

係数 ｔ値 ｐ値 係数 95％下限 95％上限
切片 2.220 1.971 .050
1 多忙感 -0.204 -2.027 .044 ＊ -.130 ＊ -0.257 -0.003
2 反省 -0.371 -2.443 .016 ＊ -.160 ＊ -0.290 -0.031
3 外部人材 0.143 1.366 .174 .096 -0.043 0.235
4 やりがい 0.596 5.246 .000 ＊＊ .349 ＊＊ 0.218 0.480
5 業務改善 0.011 0.076 .939 .005 -0.133 0.144
6 地域連携 0.031 0.324 .746 .021 -0.108 0.150
7 校外での会議 0.208 2.308 .022 ＊ .149 ＊ 0.022 0.276
8 まなびフェスト 0.410 2.798 .006 ＊＊ .188 ＊＊ 0.055 0.321
9 優先順位 -0.030 -0.201 .841 -.015 -0.163 0.133
10 管理職等相談 0.383 3.175 .002 ＊＊ .226 ＊＊ 0.085 0.366
11 情報共有 0.079 0.524 .601 .041 -0.114 0.196
12 組織的取組 0.010 0.065 .949 .005 -0.147 0.157
　R2： .382
○　　＊＊ : p < .01、＊ :  p < .05
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数：ｂについては、「４：やりがい」「８：まなび
フェスト」「10：管理職等相談」が１％、「７：校
外会議」が５％の危険率で寄与が有意であった。
また、「１：多忙感」「２：反省」については、係
数が－となり、５％の危険率で有意であった。
　学校の取組への満足度としての標準偏回帰係
数：βは、「４：やりがい」が0.349となり、もっ
とも大きくなった。さらに、「10：管理職等相談」
が0.226、「８：まなびフェスト」が0.188、「７：
校外会議」が0.149となった。しかし、満足度へ
の関わりの大きさを示すβについては、負の項目
として「２：反省」が－0.160、「１：多忙感」が
－0.130となったり、「業務改善」や「組織的な取
り組み」が0.005と小さな値となったりしていた。
　これらのことから、学校の取組への満足度に対
して、「日々の取り組みにやりがいを感じている
こと」や「何か困ったことがあったときには、管
理職に連絡したり同僚に相談したりしている」「ま
なびフェストなどの活動の目標を意識した取り組
みをしている」の３項目、さらに「生徒指導や保
護者対応において組織的な取り組みを心がけてい
る」の関わりが大きいことが明らかになった。
　以上の考察から、小・中学校の教員ともに「日々
の取り組みへのやりがい」や「校長や同僚への相
談」が学校の教育活動への満足度に大きくかか
わっていた。さらに小学校教員は「組織的な取り
組み」との関わりが強かった。また、中学校教員
は「まなびフェストの意識化」との関わりが強く、
さらに「校外での会議」との関わりがみられた。
しかし、「多忙感」や「取り組みで反省を生かす」
については、満足度への負の要因となっていた。
　これらのことから、小・中学校における違いは
みられるものの、全体としては学校の取り組みへ
の満足度は、「やりがい」としての教員自身の職
務の達成感と管理職や同僚との「同僚性」を踏ま
えた取り組みとの関わりが強いことが明らかに
なった。しかし、小学校においては「校外での会議」
や「反省を生かした取り組み」が、中学校では「業
務改善」や「組織的な取り組み」等のマネジメン
トによる実践内容との関連は小さかった。この結

果から、職務見直しの視点として、職務意識とと
もに、関連の小さかったマネジメントを踏まえた
取り組みにも、今後着目していく必要がある。

５　研究結果のまとめと今後の課題

　研究結果のまとめとして、これまでに示してき
たように、Ａ市の小・中学校の学校管理職と教員
への職務への意識や実態調査から、次の３点が明
らかになった。
　第一は、Ａ市における学校管理職及び教員の勤
務状況である。調査結果から、Ａ市において、月
あたりの時間外勤務として、平均値において中学
校教員が97.6時間となり、おおよそ半数の教員が
100時間を超えるなど、過酷な勤務状況にあるこ
とが明らかになった。また、小学校教員の時間外
勤務は77.4時間、小学校管理職も69.2時間、中学
校管理職も62.4となり、60時間を超えていた。こ
のように学校管理職及び教員の勤務実態として
は、管理職よりも教員の方が、さらに小学校教員
よりも中学校教員の方が時間外勤務の時間が長く
なっていた。加えて、Ａ市においても時間外勤務
の時間が、月あたり100時間を超えている教員も
多くいることが分かった。
　第二は、学校管理職と教員の教育活動に対する
認識の実態である。これらの調査結果から、職務
に対する認識の実態を明らかにすることができ
た。一つ目は、学校管理職と教員の認識の違いで
ある。全体として学校管理職の方が自己認識が高
く、「勤務時間を意識した取り組み」や「行事や
会議の精選」「反省による業務の見直し」などで
差が大きくなっていた。このことから学校管理職
の日頃の組織マネジメントを踏まえた実践が、調
査結果として反映していると考えられる。二つ目
は、学校運営において、協働への意識が高いこと
であった。学校管理職と教員がともに「教職員の
協力体制」がもっとも認識が高く、次に「「まな
びフェスト」への意識」となっており、協働と目
標の共有の基に教育活動を展開していくという意
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識があるという傾向が示された。
　第三は、学校への満足度と教員個々人の実践と
の関わりの実態である。重回帰分析の結果、小・
中学校における違いはみられるものの、全体とし
ては学校の取り組みへの満足度は、「やりがい」
としての教員自身の職務の達成感と管理職や同僚
との「同僚性」を踏まえた取り組みとの関わりが
強いことが明らかになった。しかし、小学校にお
いては「校外での会議」や「反省を生かした取り
組み」が、中学校では「業務改善」や「組織的な
取り組み」等のマネジメントによる実践内容との
関連は小さかった。この結果から、職務見直しの
視点として、職務意識とともに、関連の小さかっ
たマネジメントを踏まえた取り組みにも着目して
いく必要がある。
　以上のように、Ａ市の学校管理職及び教員への
調査を行い結果を分析することにより、学校にお
ける勤務状況や教員等の職務に対する認識を明ら
かにすることができた。
　本研究の目的は、教員等の勤務に関する現状を
整理するとともに、Ａ市の小・中学校への調査を
行い、教員及び学校管理職の勤務状況や職務に対
する認識等を把握することにより、働き方を見直
すための手立てを検討することであった。
　本研究の結論として、Ａ市の学校管理職及び教
員への調査を行い結果を分析することにより、学
校における勤務状況や職務に対する認識を明らか
にすることができた。本研究の結論として、Ａ市
の学校管理職や教員の時間外勤務の実態におい
て、月平均60時間を超えている割合が高く、勤務
状況の改善は喫緊の課題であることが明らかに
なった。さらに、業務見直しの手立てとして、業
務や多忙感の改善をはじめ、教員の職務遂行にお
ける「やりがい」の醸成や協働を踏まえた「同僚
性」の向上の取り組みをしたり、マネジメントを
踏まえた実践を進めたりしていくことも必要であ
ることが明らかになった。
　今後の課題として、本研究はＡ市の教員を対象
とした調査結果に基づいた検証を試みたもので
あった。結論を一般化するためには、さらに調査

対象を広げていくことが求められる。しかし、こ
れまで学校における働き方の改革において、示さ
れた視点は、校内における業務の見直しや外部人
材の活用等、どちらかというとハード面への対応
が主であった。本研究の成果から、働き方改革の
視点として、ハード面のみではなく、「やりがい」
や「同僚性」など意識や協働の場の設定等ソフト
面での対応が求められることが明らかになった。
　今後は、本研究の成果とともにソフト面として
の教員の働き方への意識改革にも着目した取り組
みが求められる。本研究の成果を踏まえて、ハー
ド、ソフト両面での対応をとりつつ、ソフト面と
しての教員の意識改革を促す手立てを明らかにす
ることを今後の課題としたい。
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